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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一体物のシャンク部（１０）とホルダ部（２０）からなり、そのシャンク部（１０）と
ホルダ部（２０）の軸心にその両者に亘る円柱状超硬合金製棒材（３０）がそれぞれ焼嵌
めによって内装され、前記ホルダ部（２０）は前記超硬合金製棒材（３０）が内装された
途中で分割されて、そのホルダ部（２０）の分割した一方の分割部材（２０１）と分割し
た他方の分割部材（２０２）をその分割面（ａ）で溶接して一体としたことを特徴とする
工具ホルダ。
【請求項２】
　一体物のシャンク部（１０）とホルダ部（２０）からなり、そのシャンク部（１０）と
ホルダ部（２０）の軸心にその両者に亘る円柱状超硬合金製棒材（３０）がそれぞれ焼嵌
めによって内装され、前記ホルダ部（２０）は前記超硬合金製棒材（３０）が内装された
途中で分割され、そのホルダ部（２０）の途中で分割された両分割部材（２０１、２０２

）の間に、その両分割部材（２０１、２０２）の外周面に連続する外周面を有する中間部
材（２０３）を設けて、この中間部材（２０３）はその軸心に上記超硬合金製棒材（３０
）が貫通し、ホルダ部（２０）の分割した一方の分割部材（２０１）、中間部材（２０３

）及び分割した他方の分割部材（２０２）をそれぞれの界面（ａ）で溶接して一体化して
いることを特徴とする工具ホルダ。
【請求項３】
　上記ホルダ部（２０）の分割面（ａ）を上記超硬合金製棒材（３０）の長さ方向の中程
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としたことを特徴とする請求項１又は２に記載の工具ホルダ。
【請求項４】
　上記ホルダ部（２０）の最小外径（Ｄ１）と超硬合金製棒材（３０）の外径（Ｄ２）の
直径比は、Ｄ２／Ｄ１＝０．５～０．９であることを特徴とする請求項１乃至３の何れか
１つに記載の工具ホルダ。
【請求項５】
　上記超硬合金製棒材（３０）の軸心に両端に貫通する孔（３３）を形成したことを特徴
とする請求項１乃至４の何れか一つに記載の工具ホルダ。
【請求項６】
　請求項１に記載の工具ホルダの製造方法であって、上記シャンク部（１０）及びそのシ
ャンク部（１０）に連続するホルダ部（２０）の分割した一方の分割部材（２０１）に上
記超硬合金製棒材（３０）の一端を焼嵌めによって内装し、そのシャンク部（１０）に内
装した超硬合金製棒材（３０）の他端にホルダ部（２０）の分割した他方の分割部材（２
０２）を焼嵌めし、そのホルダ部（２０）の分割した一方の分割部材（２０１）と分割し
た他方の分割部材（２０２）をその分割面（ａ）で溶接して一体とすることを特徴とする
工具ホルダの製造方法。
【請求項７】
　請求項２に記載の工具ホルダの製造方法であって、上記シャンク部（１０）及びそのシ
ャンク部（１０）に連続するホルダ部（２０）の分割した一方の分割部材（２０１）に上
記超硬合金製棒材（３０）の一端を焼嵌めによって内装し、そのシャンク部（１０）に内
装した超硬合金製棒材（３０）の他端に、上記中間部材（２０３）を貫通させるとともに
ホルダ部（２０）の分割した他方の分割部材（２０２）を焼嵌めし、ホルダ部（２０）の
分割した一方の分割部材（２０１）、中間部材（２０３）及び分割した他方の分割部材（
２０２）をそれぞれの界面（ａ）で溶接して一体化することを特徴とする工具ホルダの製
造方法。
【請求項８】
　上記超硬合金製棒材（３０）の他端に上記ホルダ部（２０）の分割した他方の分割部材
（２０２）を焼嵌め後、前記シャンク部（１０）に対し前記他方の分割部材（２０２）を
押圧して超硬合金製棒材（３０）に圧入することを特徴とする請求項６又は７に記載の工
具ホルダの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、マシニングセンタ等の工作機械で金属加工（例えば金型製作）を行う分野
、特に、機械主軸端面から加工面までの距離が長い加工の場合、削り出し加工に見られる
深い切削が必要な場合、ワーク又はクランプ治具などが干渉し長い工具が必要な場合、な
どの加工分野で、高剛性、高バランス、高能率な加工に適した工具ホルダとその製造方法
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年のモノづくりに共通しているテーマは、製造における短納期とコスト低減である。
その手段の一つに切削加工における高能率加工が挙げられる。その高能率加工を実現する
には、加工条件である切削工具の一刃の切込量を増やしたり、送り速度を上げたりするな
ど、単位時間当たりの切削除去量を増やさなければならない。また、できる限り加工ワー
クの段取り変えを少なくしなければならない。例えば、切削工具のみで加工できない場合
、放電加工等の手段を採用する等の段取り変えを行うこととなる。
【０００３】
　一方、加工ワークは近年益々複雑形状となる傾向にある。例えば、自動車におけるイン
ナーパネルやバンパーなどの金型は、一体成型化により大型化かつ複雑であり、機械主軸
端から加工面までのリーチが長い。そのため、加工深さに伴いリーチの長い工具や工具ホ
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ルダが必要となる。
　また、航空機部品においても削り出しによる加工が多く、ワーク自身やクランプ治具と
の干渉により、工具や工具ホルダのリーチは長くなる一方である。工具や工具ホルダのリ
ーチが長くなると必然的に剛性の低下を招く。
　その「リーチが長い」とは、例えば、工具のホルダの首径をＤ１（図１参照）とし、機
械主軸端面からの工具先端まで突き出し長さをＬ（図１参照）としたり、機械主軸端面か
らの工具ホルダ先端まで突き出し長さＬ’としたり（図１参照）とした場合、Ｌ又はＬ’
／Ｄ１比が３を超えるような工具ホルダを指す。いずれにしても、「リーチが長い」とは
そのようなＬ，Ｌ’が長い場合をいう。
【０００４】
　さらに、工具や工具ホルダの剛性が低くなると、加工条件である切削工具の一刃の切込
量は少なくなり、送り速度も下げなければならない。こうなると、単位時間当たりの切削
除去量が低下するため、加工時間が長くなり、生産性も低下することからコストも高くな
る。
　特に、刃先交換式フライスカッタ系の工具は、比較的刃径が大きく、切削除去量の多い
荒取り加工に用いられるため、その加工時間が長くなったり、生産性が低下したりせずに
、高能率加工に寄与することが要求される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平０７－２８５００２号公報
【特許文献２】実開平０３－１０３１０５号公報
【特許文献３】特許第３９３２２１６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　このような状況下、特許文献１には、防振効果を高めて切削効率を向上させるために、
アーバ中心孔内面をテーパ状に成形し、そのテーパに嵌合するように、外径をテーパにし
た超硬合金を嵌め込みねじ止めした技術が開示されている。
　この技術によれば、超硬合金とアーバを一体化するには、アーバ側の深いテーパ孔を精
度良く内面研削する技術が必要であり、片持ちのクイルを用いてそのテーパ孔内面を研削
する加工では、その深いテーパ孔の製作は非常に難しい。仮に、製作できても製作にかか
る日数は長くなり、製造コストも高くなる。
　また、同文献記載技術の超硬合金は先端に行くほど先細りするテーパ形状となっている
。これは、アーバ中心孔内面と超硬合金の外周面を密着させるためであるが、根元部と同
径のストレート形状のものよりも曲げ剛性が低下する問題がある。
　さらに、同文献記載の先行技術の防振アーバ（同文献図５参照）の外周形状は、ストレ
ート形状であり、シャンク部（主軸側挿入テーパ部）と冷やし嵌めなどにより一体化の考
えも示しているが、その基底となる技術、製造方法は、ストレート形状の防振アーバを便
宜的にシャンク部に接合しているのであって、リーチの長い切削加工においては、接合部
と加工点との距離が長くなるために、接合強度を充分に維持することは難しい。また、高
速回転時のバランスも安定しない。
【０００７】
　特許文献２には、アーバに超硬合金を内蔵させることにより剛性を高める技術が開示さ
れている。この技術は、ホルダ本体（ストレート状アーバ）と芯金（超硬合金）との間で
径方向のガタが生じないようにするために、微少テーパによる結合が行われている。また
、焼嵌めや冷やし嵌めなども軸体と孔の嵌め合いとしている。しかし、その焼嵌めや冷や
し嵌めによって同上の嵌め合いを実現するには、中心孔に対する内径加工（片持ちクイル
による内面研削加工）は深孔加工となり作業が極めて難しい。そのため、製作コスト増に
なると共に作業効率が著しく低下する問題がある。
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　さらに、ホルダ本体とシャンク部との結合は、インロー部とねじによる結合であり、結
合剛性が充分ではない。この技術の主題はボーリング加工であり、半径方向に大きな負荷
がかかるフライス加工には適合していない。
【０００８】
　この発明は、以上の実状の下、Ｌ、Ｌ’／Ｄ比で３を超えるような加工深さの深い切削
加工に対応するリーチの長い工具ホルダや、首径が制限されるようなリーチの長い工具ホ
ルダ等において、剛性が高く、高バランスであり、高能率加工が可能なものとすることを
課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題を達成するために、この発明は、シャンク部とホルダ部からなり、そのシャン
ク部とホルダ部の軸心にその両者に亘る円柱状超硬合金製棒材がそれぞれ焼嵌めによって
内装され、前記ホルダ部は前記超硬合金製棒材が内装された途中で分割されている構成と
したのである。
　このように、超硬合金製棒材を焼嵌めする部材を分割すれば、その各分割部材にその超
硬合金製棒材を焼嵌めする孔をそれぞれ形成すれば良いため、上記特許文献１の技術のよ
うに、その孔も深く（長く）する必要がない。このため、その孔も高い精度でもって容易
に形成することができる。また、工具ホルダの重心をシャンク部側に近づけることも容易
にできてバランスが良くなる。また、ホルダ部を分割しているため、その分割部（接合部
）と加工点との距離も短くし得るため、接合強度を充分に維持することができ、高速回転
時のバランスが安定する。
【００１０】
　そのホルダ部の分割面の位置は、工具ホルダの剛性や製作性を考慮して適宜に設定すれ
ば良いが、超硬合金製棒材の長さ方向の中程、特に中央とすることが好ましい。このため
、その超硬合金製棒材が挿入されるホルダ部とシャンク部の中心孔（超硬合金製棒材焼嵌
め孔）の形状（長さ）はその態様とすることが好ましく、そのような構成にすることで、
外径比の大きい超硬合金製棒材を高精度に密封し、一体化させることができる。
　このとき、超硬合金製棒材の長さによっては、ホルダ部の両分割部材の間に、その両分
割部材の外周面に連続する外周面を有する中間部材を設け、この中間部材はその軸心に超
硬合金製棒材が貫通する構成とすることもできる（図６参照）。
【００１１】
　その超硬合金製棒材が内装（焼嵌め）されるホルダ部及びシャンク部の中心孔内面は高
精度（回転軸に対して）に加工し、その一部は、焼嵌めにより超硬合金が強固に把持でき
る設定で、高精度に加工する。
　超硬合金製棒材は、ストレートの全長に亘って同一径の円柱形、若しくは、段付のある
円柱形とし、その外周は研削等で高精度に加工を施す。その加工によって、超硬合金製棒
材を、ホルダ部、シャンク部と高精度に一体化させると共に、回転バランスを高めること
ができる。前記段付の超硬合金製棒材を採用し、ホルダ部の外形をテーパ状にすることで
、さらに剛性を高めることができる（図８参照）。
　このようなホルダ部及びシャンク部に超硬合金製棒材を焼嵌めにより結合することは、
位置決め精度（把持精度）が他の方法、例えば圧入等と比較し、各段に精度の高い結合が
行われる。
【００１２】
　この構成の工具ホルダは、そのホルダ部の首径をＤ１とし、機械主軸端面からの突出し
長さを上記Ｌ又はＬ’とした場合、Ｌ、Ｌ’／Ｄ１比が３を超えるものに採用することが
好ましい。
　また、そのホルダ部の最小外径（首径）Ｄ１と超硬合金製棒材の外径Ｄ２の直径比は、
Ｄ２／Ｄ１＝０．５～０．９とすることができる。この直径比とすれば、鋼材のみのホル
ダ（図９Ａ参照）に比べて、工具ホルダの曲げ剛性を１．１倍以上得ることができる。
【００１３】
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　シャンク部及びホルダ部への超硬合金製棒材の焼嵌めは、ホルダ部及びシャンク部内の
超硬合金製棒材の両端で行うことが好ましい。このとき、超硬合金製棒材の長さ方向の途
中に焼嵌めされない部分を形成すれば、その部分においてシャンク部及びホルダ部の長さ
方向の収縮を吸収して前記両端での焼嵌めを強固にできるからである。
　また、シャンク部と超硬合金製棒材の焼嵌め位置は、シャンク部のフランジ部より奥ま
った位置で焼嵌めすることが好ましい。若しくは、ホルダ首径より太く設計された位置に
充分かかるように焼嵌めする。より好ましくは、フランジ部より奥側に位置すると共に、
ホルダ首径からフランジ部に至る外周は、円弧状や直線状のテーパ面のように徐々に太く
なる形状を採用することができる（図１～図８等参照）。このようにすることで工具ホル
ダ全体の曲げ剛性を高めることができる。
【００１４】
　超硬合金製棒材の中心軸上には、両端面に貫通する孔を設けることができる。この貫通
孔を設けることで、剛性を維持したままで、超硬合金製棒材の軽量化を図ると共にコスト
低減にもつながる。このとき、超硬合金製棒材は、シャンク部及びホルダ部内に焼嵌めに
よって高精度に密封及び密着しているので、その強度を維持することができる。また、そ
の貫通孔を利用して、クーラント液を供給するための通路としても活用できる。その貫通
孔の大きさ（径：ｄ）は、超硬合金製棒材の外径Ｄ２に対し、ｄ＝０．４～０．８Ｄ２が
好ましい。このように設定すれば、超硬合金製棒材の剛性を維持しつつ軽量化及びコスト
低減を有効に図ることができる。
　さらに、ホルダ部の中心孔奥の超硬合金製棒材外周部の一部に制振合金などの防振材を
挟み込むことにより、防振効果も期待できる（図７参照）。
【００１５】
　以上の各構成の工具ホルダは、種々の手段で製造できるが、例えば、上記シャンク部及
びそのシャンク部に連続するホルダ部の分割した一方の分割部材に上記超硬合金製棒材の
一端を焼嵌めによって内装し、そのシャンク部に内装した超硬合金製棒材の他端にホルダ
部の分割した他方の分割部材を焼嵌めする製造方法を採用することができる。
　このとき、超硬合金製棒材の端面とシャンク部中心孔側の端面とは、シャンク部が熱収
縮する際に圧接され、強固に固定される。
　ホルダ部の両分割部材の間に中間部材を設ける場合は、シャンク部に内装した超硬合金
製棒材の他端に、その中間部材を貫通させて他方の分割部材を焼嵌めする。このとき、中
間部材も超硬合金製棒材に焼嵌めすることができる。
【００１６】
　これらの製造方法において、シャンク部に内装した超硬合金製棒材の他端にホルダ部の
一部（分割部材）又は中間部材を焼嵌めすると、そのホルダ部の熱収縮によってホルダ部
の分割部材間又は分割部材と中間部材の間に間隙が生じる。このため、超硬合金製棒材の
ホルダ部の他の分割部材への焼嵌め後、シャンク部に対しホルダ部（他方の分割部材、中
間部材）を押圧して超硬合金製棒材にホルダ部を圧入して前記間隙をなくすことが好まし
い。さらに、その両分割部材の分割面（界面）や分割部材と中間部材の界面は、溶接や接
着等してそれらを一体化することが好ましい。その溶接等は前記圧入後にする。
【発明の効果】
【００１７】
　この発明は、以上のように超硬合金製棒材を焼嵌めする部材を分割した構成としたので
、ホルダ内に密封される超硬合金製棒材の直径比率を大きくすることができ、このため、
従来にない高剛性が得られる。また、各部品を分割する等して別部材とし得ることから、
その各部材の高精度加工が容易であると共に焼嵌めにより超硬合金製棒材が高精度に固定
させることができるため、リーチの長い工具ホルダであっても回転バランスが高いものと
なる。
　さらに、シャンク部の内部で超硬合金を直接固定することで曲げ剛性を高めることがで
きる。また、この構成は静剛性を積極的に高めたので、特定な加工条件、工具形状に特定
されることなく、幅広い切削領域で高能率加工が実現できる。
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【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】この発明に係わる工具ホルダの一実施形態の一部切断正面図
【図２】同実施形態の各部材を分解した断面図
【図３】他の実施形態の一部切断正面図
【図４】他の実施形態の一部切断正面図
【図５】他の実施形態の一部切断正面図
【図６】他の実施形態の一部切断正面図
【図７】他の実施形態の一部切断正面図
【図８】他の実施形態の一部切断正面図
【図９】加工事例説明用一部切断正面図
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　この発明に係る工具ホルダの一実施形態を図１、図２に示し、この実施形態の工具ホル
ダＡ１は、マシニングセンタの主軸に着脱可能なシャンク部１０と、その工具Ｂ（Ｂ１）
を取り付けるホルダ部（アーバ部）２０と、そのシャンク部１０とホルダ部２０の軸心に
その両者に亘って内装された超硬合金製棒材（芯金）３０とからなる。
　そのシャンク部１０は自動工具交換機（ＡＴＣ）用マニピュレータ把持部（Ｖフランジ
部）１１を有する。シャンク部１０からホルダ部２０への連結部は、徐々に縮径するテー
パ面２１となっており、そのテーパ面２１から先端までのホルダ部２０は同一径（首径Ｄ
１と同じ）となっている。テーパ面２１は、図１、図３鎖線で示すように円弧状とし得る
。ホルダ部２０はその同一径となった長さ方向の途中で分割されている（分割面ａ）。そ
の一方の分割部材２０１はシャンク部１０と一体物である。
【００２０】
　超硬合金製棒材３０は、全長に亘って同一径の円柱であり、シャンク部１０とホルダ部
２０の軸心にその両者に亘って内装された際、その長さ方向ほぼ中央がホルダ部２０の分
割面ａに位置する。
　そのホルダ部２０の最小外径（首径）Ｄ１と超硬合金製棒材３０の外径Ｄ２の直径比は
、Ｄ２／Ｄ１＝０．５～０．９とする。この直径比としたのは、鋼材のみのホルダ（図９
（ａ）参照）に比べて、工具ホルダＡ１の曲げ剛性を１．１倍以上得るためであり、通常
、超硬合金製棒材３０がホルダ部２０に対して太くなると、工具ホルダＡ１の曲げ剛性が
向上する。
【００２１】
　超硬合金製棒材３０の中心軸上（軸心）には、両端面に貫通する孔３３が設けられ、こ
の貫通孔３３を設けることで、剛性を維持したままで、超硬合金製棒材３０の軽量化を図
ると共にコスト低減にもつながる。このとき、超硬合金製棒材３０は、焼嵌めにより、シ
ャンク部１０及びホルダ部２０内に高精度に密封及び密着するので、その強度を維持する
ことができる。また、その貫通孔３３を利用して、クーラントを供給するための通路とし
ても活用できる。その貫通孔３３の大きさ（径：ｄ）は、超硬合金製棒材３０の外径：Ｄ
２とした場合、ｄ＝０．４～０．８Ｄ２とする。
【００２２】
　シャンク部１０とホルダ部２０の材質は、一般的なホルダ材料であるＳＣＭ４１５や特
許文献３で示されるオーステナイト組織を有する特殊鋼を採用できる。また、超硬合金製
棒材３０の材質は、ヤング率の高いＫ０１～Ｋ４０等を採用するのが好ましい。
　シャンク部１０及びホルダ部２０の円柱状取付孔（中心孔）１２、２２の円孔径と超硬
合金製棒材３０の円径の焼嵌め締り代を、その超硬合金製棒材３０の基準径Ｄ２の５／１
００００～３／１０００程度までとする。この実施形態では、シャンク部１０の取付孔１
２とホルダ部２０の取付孔２２の円孔径とは同一径としている。
　ホルダ部２０及びシャンク部１０の超硬合金製棒材３０が内装される中心孔（取付孔）
１２、２２内面は高精度（回転軸に対して）に加工し、その一部は、焼嵌めにより超硬合
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金製棒材３０が強固に把持できる設定として高精度に加工する。
【００２３】
　この実施形態の工具ホルダＡ１の構成は以上の通りであり、工具に加わる切削力に対し
ては、その多くがホルダ部２０の分割部材２０２、超硬合金製棒材３０、ホルダ部２０の
分割部材２０１、シャンク部１０の順に伝わってそれらが抗する。
【００２４】
　この工具ホルダＡ１の製造は、まず、図２鎖線で示すように、加熱したシャンク部１０
及びそれに連続するホルダ部２０の一部（一方の分割部材）２０１の中心孔１２に超硬合
金製棒材３０の一端を差し込んでその一端面を中心孔１２の奥端面に当接させる。この状
態で、シャンク部１０及びホルダ部２０の一部２０１を冷やすと、その冷却に伴ってそれ
らが熱収縮して縮まる。このため、超硬合金製棒材３０に中心孔１２の周面を介してシャ
ンク部１０及びホルダ部２０の一部２０１が焼嵌めされるとともに、超硬合金製棒材３０
の一端に中心孔１２の奥端面が圧接する。
　このとき、その中心孔１２の奥端面の手前部周面は抉って空隙１２ａを形成すれば、そ
の空隙１２ａに前記手前部周面の収縮（縮径）が吸収されるため、超硬合金製棒材３０の
一端への中心孔１２の奥端面の圧接が確実となる。また、シャンク部１０に対し超硬合金
製棒材３０を押圧したり、超硬合金製棒材３０に対しシャンク部１０を押圧したりすれば
、その圧接力が大きくなる。その押圧は、冷却時であったり、冷却終了後（焼嵌め完了後
）であったりすることができる。
【００２５】
　つぎに、そのシャンク部１０に内装した（焼嵌めした）超硬合金製棒材３０の他端に、
加熱したホルダ部２０の残り一部（他方の分割部材）２０２を差し込んでその差し込み端
面をシャンク部１０側のホルダ部２０の一部２０１端面に当接する。この状態で、ホルダ
部２０の残り一部２０２を冷やすと、その冷却に伴ってその一部２０２が熱収縮して縮ま
る。このため、超硬合金製棒材３０に中心孔２２の周面を介してホルダ部２０の一部２０

２が焼嵌めされる。
　そのホルダ部中心孔２２の分割面ａの両側所要長さの周面を抉って空隙２２ａを形成す
ることができる。
【００２６】
　また、シャンク部１０に対しホルダ部２０の残り一部（他方の分割部材）２０２を押圧
したり、超硬合金製棒材３０に対しホルダ部２０の残り一部２０２を押圧したりすること
ができる。その押圧は、冷却時であったり、冷却終了後（焼嵌め完了後）であったりする
ことができる。このように押圧すれば、超硬合金製棒材３０にホルダ部２０の残り一部２
０２が圧入されるため、分割面ａの間隙ができるだけ、小さくなる。しかし、ミクロ的に
は、その間隙は無くならないため、分割面ａに間隙が生じたり、生じなかったりしても、
そのホルダ部２０の分割面の全周縁はビーム溶接等によって溶接する。超硬合金製棒材３
０は、その溶接によってホルダ分割部材２０１、２０２を一体とし、その一体化したホル
ダ部２０全体で曲げ応力に抗することが好ましいからである。溶接に代えて、接着材等に
よる種々の一体化を図ることができる。
【００２７】
　以上のようにして製造した工具ホルダＡ１は、フライスカッタＢ１のホルダとする場合
は、図１に示すように、ホルダ部２０の先端部は、クーラント孔２５が周囲等間隔に３本
形成されるとともに、カッタ取付部２６が設けられた態様とし、その取付部２６にフライ
スカッタＢ１を回り止めキー２７、クランクボルト２８等によって取り付ける。この構成
であると、クーラント液（冷却液）は超硬合金製棒材３０他端の中心孔２２の空間２２ｂ
からそれらのクーラント孔２５に導かれる。
【００２８】
　この工具ホルダＡ１は、フライスカッタＢ１用としてではなく、例えば、図３に示すコ
レットチャックＢ２用ホルダＡ２、図４に示す焼嵌めチャックＢ３用ホルダＡ３、ボーリ
ングヘッドＢ４用ホルダＡ４等とし得る。
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　また、シャンク部１０の形式は、図１～図５に示すテーパ型（ＢＴ型）のみならず、図
６～図８に示すＨＳＫ型等の種々の態様を採用した工具ホルダＡ６～Ａ７とし得る。
【００２９】
　シャンク部１０の種々の態様において、図６に示すように、ホルダ部２０を３つ以上に
分割することができる。同図は３つに分割し、その中間部材２０３は両分割部材２０１、
２０２の外周面に連続する（同一円径の）外周面を有しており、この中間部材２０３はそ
の軸心に超硬合金製棒材３０が貫通している。このとき、中間部材２０３は超硬合金製棒
材３０に焼嵌めすることができる。この態様の工具ホルダＡ５は、上記リーチが長い場合
に有効である。このホルダ部２０を３つ以上に分割した工具ホルダＡ５においても、各分
割部材２０１、２０２間や分割部材と中間部材２０３の間の界面ａは溶接等してそれらを
一体化することができる。
　また、そのシャンク部１０の種々の態様において、図７に示すように、超硬合金製棒材
３０の一端部に円環状の制振合金（例えば、大同特殊鋼株式会社製、商品名；スターサイ
レント）などの防振材４０を挟み込む工具ホルダＡ６とすることができ、この工具ホルダ
Ａ６は防振効果も期待できる。
【００３０】
　さらに、超硬合金製棒材３０は、図８に示すように、径がその長さ方向に異なる段付と
することができる。この場合は、ホルダ部２０のその段数に応じた分割部材２０１、２０

２、２０３・・からなるものとする。この態様とすることによって、超硬合金製棒材３０
がホルダ部２０に対してより太いものとすることができ得るため、工具ホルダＡ７の剛性
がより向上する。この態様においても、両端の分割部材２０１、２０２で挟まれる中間部
材２０３等は、超硬合金製棒材３０に単に貫通するだけであったり、焼嵌めしたりするこ
とができる。
　また、図８に示すように、ホルダ部１０の外形はその長さ方向において支障が無い限り
において長いテーパ状にすることで、さらに剛性を高めることができる。
【００３１】
　以下に、この発明に係る高剛性、高バランス、高能率加工用工具ホルダＢ（Ａ１）、Ｃ
と、同形状のいわゆる鋼製の工具ホルダ（Ａ）を用いて切削性能を比較した結果、以下の
ような違いが明らかになった。
【００３２】
［切削加工事例の説明］
　図９（ａ）～（ｃ）に示す下記３本のホルダ（実施品Ａ、Ｂ、Ｃ）で比較した。各部分
の寸法（ｍｍ）は図示の通りであり、この発明に係る実施品はＢ、Ｃである。
　実施品Ａ：鋼製ホルダ（図９（ａ））
　実施品Ｂ：超硬合金内蔵ホルダ（図９（ｂ））、超硬合金の根元焼嵌め部（連結部２１
）の肉厚が大きい）
　実施品Ｃ：超硬合金内蔵ホルダ（図９（ｃ）），ストレート型）
【００３３】
［切削条件］
　ａ．被削材は機械構造用炭素鋼Ｓ５０Ｃで未熱処理（通常生材）である。
　ｂ．工具はカッタ径φ５０ｍｍの刃先交換式フライスカッタＢ１で、切削チップは４ヶ
取付き、チップ形状は丸駒タイプとした。
　ｃ．半径方向の切込量は２５ｍｍ、1刃の切込量は０．２５ｍｍとし、軸方向の切込量
Ａｐと切削速度（送り）は可変とした。
　ｄ．機械は横型マシニングセンタで、機械主軸テーパ形状はＨＳＫ－Ａ１００規格であ
る。
　ｅ．機械主軸から切削面までの距離は３０５ｍｍ（Ｃ：２８９ｍｍ）である。
　ｆ．ホルダ首下（ストレート部）の切削面までの距離はいずれも２５０ｍｍである。
　ｇ．ワークは、イケール治具に油圧バイスを固定し、そのバイスに取り付けした。
　ｈ．Ｘ軸方向に、ダウンカットで、冷却液（クーラント液）は使用せずドライ加工で行
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った。
【００３４】
　加工結果は以下の表１の通りであり、その表１において、正常：（○）、ビビリあり：
（×）、判断が難しい：（△）、実施せず：（－） である。
【００３５】
【表１】

【００３６】
　この結果から、実施品Ａと実施品Ｂを比較すると、超硬合金製棒材３０をこの発明の態
様（実施品Ｂ）とすることで、２．５倍以上の切削除去量（ＣＣ：容量）が得られた。
　実施品Ｂと実施品Ｃは共に超硬合金製棒材３０を内蔵しているが、実施品Ｂは、シャン
クフランジ１１からホルダ部２０への連結外周部２１が徐々に縮径するテーパ状となって
いるのに対し、実施品Ｃは、その連結部外周部が切欠き効果をふせぐために（亀裂が生じ
難くするために）小さい円弧状であってホルダ部全体がほぼストレートである等の超硬合
金製棒材３０の内蔵方法及び形状が異なる。このため、この発明に係る実施品Ｂは、同実
施品Ｃと比べ１．３倍程度の切削除去量が得られた。また、実施品Ｂは、Ａｐ＝１．０に
おいては、切削速度の全領域において安定した加工を実現した。
【００３７】
　因みに、超硬合金製棒材３０のシャンク部１０側の端は、シャンク部１０に至らず、連
結部２１又はその連結部２１に至らないホルダ部２０内に位置する態様も、工具ホルダの
充分な剛性を担保できる限りにおいて考えられる。
【符号の説明】
【００３８】
Ａ、Ａ１～Ａ７　工具ホルダ
Ｂ１　フライスカッタ
Ｂ２　コレットチャック
Ｂ３　焼嵌めチャック
Ｂ４　ボーリングヘッド
ａ　分割面
１０　シャンク部
１１　シャンク部のフランジ
１２　シャンク部及びホルダ部に亘る超硬合金製棒材の嵌め込み孔（中心孔）
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２０　ホルダ部
２０１、２０２、２０３　ホルダ部の分割部材（中間部材）
２２　ホルダ部の超硬合金製棒材の嵌め込み孔（中心孔）
３０　超硬合金製棒材
３３　超硬合金製棒材の貫通孔
４０　防振材

【図１】 【図２】
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【図３】

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】 【図９】
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